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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】電子デバイスおよび該電子デバイスの製造方法を提供する。
【解決手段】式（ＩＩＩ）のトリアリールアミン化合物の少なくとも１つ、このような化
合物を含む組成物、並びに、これらの混合物を含有する少なくとも１つの層を含む電子デ
バイスおよび該電子デバイスの製造方法に関する。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　次式（ＩＩＩ）：
【化１】

［式中、
　ｎは、少なくとも２の整数であり、
　Ｒ１は、アリール、ヘテロアリール、フルオロアリール、およびフルオロへテロアリー
ルから選択され、
　Ｒ３は、ＨおよびＲ１から選択され、
　Ｒ２は、Ｈ、Ｒ１、アルキル、フルオロアルキル、Ｃｌ、Ｂｒ、Ｉ、および、式（ＩＩ
）のアリールアミノ基から選択され、
【化２】

　ここで、Ｒ４は、アリール、Ｈ、Ｒ１、アルキル、およびフルオロアルキルから選択さ
れ、
　Ｒ５およびＲ６は、それぞれ独立に、Ｈ、Ｆ、アルキル、アリール、アルコキシ、アリ
ールオキシ、フルオロアルキル、フルオロアリール、フルオロアルコキシ、および、フル
オロアリールオキシから選択され、Ｒ５およびＲ６は、一緒になって、環を形成すること
ができ、
　Ｒ７は、アリール、ヘテロアリール、フルオロアリール、およびフルオロへテロアリー
ルから選択され、および
　Ｅは、Ｏ、Ｓ、（ＳｉＲ５Ｒ６）ｍ（式中、ｍは、１～２０の整数である）、（ＣＲ５

Ｒ６）ｍ（式中、ｍは、１～２０の整数である）、および、これらの組み合わせから選択



(3) JP 2012-246484 A 2012.12.13

10

20

30

40

され、
ここで、Ｒ５およびＲ６は、それぞれ独立に、Ｈ、Ｆ、アルキル、アリール、アルコキシ
、アリールオキシ、フルオロアルキル、フルオロアリール、フルオロアルコキシ、および
、フルオロアリールオキシから選択され、Ｒ５およびＲ６は、一緒になって、非芳香族環
を形成することができ、但し、Ｅが（ＣＲ５Ｒ６）ｍであり、ｎが２以上であり、ｍが１
のとき、Ｒ５およびＲ６の少なくとも１つが水素でも炭化水素でないことを条件とする］
の少なくとも１つの化合物、
　上記式（ＩＩＩ）の少なくとも１つの化合物を含む組成物、又は
　これらの混合物
を含む少なくとも１つの層を含むことを特徴とする有機電子デバイス。
【請求項２】
　前記少なくとも１つの層が、電荷輸送層または発光層であることを特徴とする請求項１
に記載の有機電子デバイス。
【請求項３】
　少なくとも１つの正孔輸送層、および、光活性小分子を含む少なくとも１つの光活性層
を含む有機電子デバイスであって、前記正孔輸送層および前記光活性層が溶液プロセスに
より形成されることを特徴とする、有機電子デバイス。
【請求項４】
　前記正孔輸送層が、次式（ＩＩＩ）：
【化３】

［式中、
　ｎは、少なくとも２の整数であり、
　Ｒ１は、アリール、ヘテロアリール、フルオロアリール、およびフルオロへテロアリー
ルから選択され、
　Ｒ３は、ＨおよびＲ１から選択され、
　Ｒ２は、Ｈ、Ｒ１、アルキル、フルオロアルキル、Ｃｌ、Ｂｒ、Ｉ、および、式（ＩＩ
）のアリールアミノ基から選択され、
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　ここで、Ｒ４は、アリール、Ｈ、Ｒ１、アルキル、およびフルオロアルキルから選択さ
れ、
　Ｒ５およびＲ６は、それぞれ独立に、Ｈ、Ｆ、アルキル、アリール、アルコキシ、アリ
ールオキシ、フルオロアルキル、フルオロアリール、フルオロアルコキシ、および、フル
オロアリールオキシから選択され、Ｒ５およびＲ６は、一緒になって、環を形成すること
ができ、
　Ｒ７は、アリール、ヘテロアリール、フルオロアリール、およびフルオロへテロアリー
ルから選択され、および
　Ｅは、Ｏ、Ｓ、（ＳｉＲ５Ｒ６）ｍ（式中、ｍは、１～２０の整数である）、（ＣＲ５

Ｒ６）ｍ（式中、ｍは、１～２０の整数である）、および、これらの組み合わせから選択
され、
ここで、Ｒ５およびＲ６は、それぞれ独立に、Ｈ、Ｆ、アルキル、アリール、アルコキシ
、アリールオキシ、フルオロアルキル、フルオロアリール、フルオロアルコキシ、および
、フルオロアリールオキシから選択され、Ｒ５およびＲ６は、一緒になって、非芳香族環
を形成することができ、但し、Ｅが（ＣＲ５Ｒ６）ｍであり、ｎが２以上であり、ｍが１
のとき、Ｒ５およびＲ６の少なくとも１つが水素でも炭化水素でないことを条件とする］
の少なくとも１つの化合物を含み、前記光活性小分子が青色ルミネッセンス材料であるこ
とを特徴とする、請求項３に記載の有機電子デバイス。
【請求項５】
　前記有機電子デバイスが、発光ダイオード、発光ダイオードディスプレイ、ダイオード
レーザー、光検出器、光導電セル、フォトレジスタ、光スィッチ、フォトトランジスタ、
光電管、ＩＲ検出器、光電池、太陽電池、トランジスタ又はダイオードから選択される請
求項１～４のいずれか１項に記載の有機電子デバイス。
【請求項６】
　（ａ）液体媒体から正孔輸送材料を堆積させる工程、および
　（ｂ）液体媒体から光活性材料を堆積させる工程、
を含む、有機電子デバイスの製造方法であって、
前記光活性材料が小分子を含むことを特徴とする、方法。
【請求項７】
　前記正孔輸送材料が、次式（ＩＩＩ）：
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【化５】

［式中、
　ｎは、少なくとも２の整数であり、
　Ｒ１は、アリール、ヘテロアリール、フルオロアリール、およびフルオロへテロアリー
ルから選択され、
　Ｒ３は、ＨおよびＲ１から選択され、
　Ｒ２は、Ｈ、Ｒ１、アルキル、フルオロアルキル、Ｃｌ、Ｂｒ、Ｉ、および、式（ＩＩ
）のアリールアミノ基から選択され、
【化６】

　ここで、Ｒ４は、アリール、Ｈ、Ｒ１、アルキル、およびフルオロアルキルから選択さ
れ、
　Ｒ５およびＲ６は、それぞれ独立に、Ｈ、Ｆ、アルキル、アリール、アルコキシ、アリ
ールオキシ、フルオロアルキル、フルオロアリール、フルオロアルコキシ、および、フル
オロアリールオキシから選択され、Ｒ５およびＲ６は、一緒になって、環を形成すること
ができ、
　Ｒ７は、アリール、ヘテロアリール、フルオロアリール、およびフルオロへテロアリー
ルから選択され、および
　Ｅは、Ｏ、Ｓ、（ＳｉＲ５Ｒ６）ｍ（式中、ｍは、１～２０の整数である）、（ＣＲ５

Ｒ６）ｍ（式中、ｍは、１～２０の整数である）、および、これらの組み合わせから選択
され、
ここで、Ｒ５およびＲ６は、それぞれ独立に、Ｈ、Ｆ、アルキル、アリール、アルコキシ
、アリールオキシ、フルオロアルキル、フルオロアリール、フルオロアルコキシ、および
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、フルオロアリールオキシから選択され、Ｒ５およびＲ６は、一緒になって、非芳香族環
を形成することができ、但し、Ｅが（ＣＲ５Ｒ６）ｍであり、ｎが１より大きく、ｍが１
のとき、Ｒ５およびＲ６の少なくとも１つが水素でも炭化水素でないことを条件とする］
、
の少なくとも１つの化合物を含むことを特徴とする、請求項６に記載の方法。
【請求項８】
　前記小分子が青色ルミネッセンス材料であることを特徴とする、請求項６に記載の方法
。
【請求項９】
　液体媒体からバッファ層材料を堆積させることを更に含む、請求項６に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電子デバイスおよび他の用途における電荷輸送材料として有用なトリアリー
ルアミン化合物に関する。
【０００２】
　本出願は、特願２００７－５０６５３９号の分割出願である。
【背景技術】
【０００３】
　ＯＬＥＤディスプレイを構成する有機発光ダイオード（「ＯＬＥＤ」）などの有機光活
性電子デバイスでは、有機活性層は、ＯＬＥＤディスプレイ中の２つの電気コンタクト層
の間に挟まれている。ＯＬＥＤでは、有機光活性層は、電気コンタクト層に電圧を印加す
ると透光性電気コンタクト層を通して発光する。
【０００４】
　有機エレクトロルミネッセンス化合物を発光ダイオード中の活性成分として使用するこ
とは周知である。単純な有機分子、共役ポリマー、および有機金属錯体が使用されてきた
。
【０００５】
　光活性材料を使用するデバイスは、光活性（例えば、発光）層とコンタクト層（正孔注
入コンタクト層）の間に配置される１つ又は複数の電荷輸送層を含むことが多い。デバイ
スは、２つ以上のコンタクト層を具備することができる。光活性層と正孔注入コンタクト
層の間に正孔輸送層を配置することができる。正孔注入コンタクト層は、アノードと呼ば
れる場合もある。光活性層と電子注入コンタクト層の間に電子輸送層を配置することがで
きる。電子注入コンタクト層は、カソードと呼ばれる場合もある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】米国特許第５，９６２，６３１号明細書
【特許文献２】国際公開第００／５３５６５号パンフレット
【特許文献３】国際公開第０２／０２７１４号パンフレット
【特許文献４】米国特許出願公開第２００１／００１９７８２号明細書
【特許文献５】ＥＰ１１９１６１２号明細書
【特許文献６】国際公開特許０２／１５６４５号パンフレット
【特許文献７】ＥＰ１１９１６１４号明細書
【特許文献８】米国特許第６，３０３，２３８号明細書
【特許文献９】国際公開第００／７０６５５号パンフレット
【特許文献１０】国際公開第０１／４１５１２号パンフレット
【特許文献１１】米国特許第６，１５０，４２６号明細書
【特許文献１２】米国特許出願第１０／６６９４９４号明細書
【特許文献１３】米国特許第５，６４５，９４８号明細書
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【非特許文献】
【０００７】
【非特許文献１】ヤマモト（Ｙａｍａｍｏｔｏ）、高分子科学の発展（Ｐｒｏｇｒｅｓｓ
　ｉｎ　Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｓｃｉｅｎｃｅ）、第１７巻、１１５３頁（１９９２年）
【非特許文献２】コロン（Ｃｏｌｏｎ）ら、高分子科学誌（Ｊｏｕｒｎａｌ　ｏｆ　Ｐｏ
ｌｙｍｅｒ　Ｓｃｉｅｎｃｅ）、パートＡ、高分子化学版（Ｐｏｌｙｍｅｒ　ｃｈｅｍｉ
ｓｔｒｙ，　Ｅｄｉｔｉｏｎ）、第２８巻、３６７頁（１９９０年）
【非特許文献３】サディーギ（Ｓａｄｉｇｈｉ）、Ｊ．Ｐ．；シンガー（Ｓｉｎｇｅｒ）
、Ｒ．Ａ．；ブーフヴァルト（Ｂｕｃｈｗａｌｄ）、Ｓ．Ｌ．、米国化学会誌（Ｊ．Ａｍ
．Ｃｈｅｍ．Ｓｏｃ．）、１９９８年、１２０、４９６０
【非特許文献４】ウルフ（Ｗｏｌｆｅ）、Ｊ．Ｐ．；トモリ（Ｔｏｍｏｒｉ）、Ｈ；サデ
ィーギ（Ｓａｄｉｇｈｉ）、Ｊ．Ｐ．；イン（Ｙｉｎ）、Ｊ．；ブーフヴァルト（Ｂｕｃ
ｈｗａｌｄ）、Ｓ．Ｌ．Ｊ．、有機化学誌（Ｏｒｇ．Ｃｈｅｍ．）、２００、６５、１１
５８
【非特許文献５】ハートウィッグ（Ｈａｒｔｗｉｇ）、Ｊ．Ｆ．；現代アレーン化学（Ｍ
ｏｄｅｒｎ　Ａｒｅｎｅ　Ｃｈｅｍｉｓｔｒｙ）、２００２、１０７～１６８頁、編集者
：アストルク（Ａｓｔｒｕｃ）、Ｄ．、ウィリー－ＶＣＨ出版社、ヴァインハイム、ドイ
ツ（Ｗｉｌｅｙ－ＶＣＨ　Ｖｅｒｌａｇ　ＧｍｂＨ＆Ｃｏ．ＫＧａＡ，Ｗｅｉｎｈｅｉｍ
，Ｇｅｒｍａｎｙ）
【非特許文献６】デスマレット（Ｄｅｓｍａｒｅｔｓ）、Ｃ；シュナイダー（Ｓｃｈｎｅ
ｉｄｅｒ）、Ｒ．；フォート（Ｆｏｒｔ）、Ｙ．、テトラヘドロン（Ｔｅｔｒａｈｅｄｒ
ｏｎ）、２００１、５７、６０５４
【非特許文献７】ウルフ（Ｗｏｌｆｅ）、Ｊ．Ｐ．；ブーフヴァルト（Ｂｕｃｈｗａｌｄ
）、Ｓ．Ｌ．、米国化学会誌（Ｊ．Ａｍ．Ｃｈｅｍ．Ｓｏｃ）、１９９７年、１１９、４
９６０
【非特許文献８】クラパース（Ｋｌａｐａｒｓ）、Ａ．；アンティラ（Ａｎｔｉｌｌａ）
、Ｊ．Ｃ．；ホワン（Ｈｕａｎｇ）、Ｘ．；ブーフヴァルト（Ｂｕｃｈｗａｌｄ）、Ｓ．
Ｌ．、米国化学会誌（Ｊ．Ａｍ．Ｃｈｅｍ．Ｓｏｃ．）、２００１年、１２３、７７２７
【非特許文献９】「可溶性電導ポリマーから製造される可撓性発光ダイオード）（Ｆｌｅ
ｘｉｂｌｅ　ｌｉｇｈｔ－ｅｍｉｔｔｉｎｇ　ｄｉｏｄｅｓ　ｍａｄｅ　ｆｒｏｍ　ｓｏ
ｌｕｂｌｅ　ｃｏｎｄｕｃｔｉｎｇ　ｐｏｌｙｍｅｒ）」、ネイチャー（Ｎａｔｕｒｅ）
、第３５７巻、４７７～４７９頁（１９９２年６月１１日）
【非特許文献１０】ブラッドリー（Ｂｒａｄｌｅｙ）ら、Ｓｙｎｔｈ．　Ｍｅｔ．（２０
０１）、１１６（１－３）、３７９－３８３
【非特許文献１１】キャンベル（Ｃａｍｐｂｅｌｌ）ら、フィジカルレビュー、Ｂ（Ｐｈ
ｙｓ．　Ｒｅｖ．　Ｂ）、第６５巻、０８５２１０
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　電子デバイスおよび他の用途に使用する電荷輸送材料が引き続き必要とされている。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明の一態様は、式Ｉ又はＩＩＩを有する新規なトリアリールアミン化合物であり：
【００１０】
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【００１１】
　式中、
　ｎは、少なくとも１の整数であり、
　Ｒ１は、アリール、ヘテロアリール、フルオロアリール、およびフルオロへテロアリー
ルから選択され、Ｒ１は、出現するごとに同じであっても、又は異なってもよく、
　Ｒ３は、ＨおよびＲ１から選択され、Ｒ２は、Ｈ、Ｒ１、アルキル、フルオロアルキル
、Ｃｌ、Ｂｒ、Ｉ、および、式（ＩＩ）、のアリールアミノ基から選択され、
【００１２】
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【化２】

【００１３】
（式中、Ｒ４は、アリール、Ｈ、Ｒ１、アルキル、およびフルオロアルキルから選択され
、
Ｒ７は、アリール、ヘテロアリール、フルオロアリール、およびフルオロへテロアリール
から選択される）
　Ｅは、Ｏ、Ｓ、（ＳｉＲ５Ｒ６）ｍ（式中、ｍは、１～２０の整数である）、（ＣＲ５

Ｒ６）ｍ（式中、ｍは、１～２０の整数である）、および、これらの組み合わせから選択
され、出現するごとに異なっていてもよく、式中、Ｒ５およびＲ６は、それぞれ独立に、
Ｈ、Ｆ、アルキル、アリール、アルコキシ、アリールオキシ、フルオロアルキル、フルオ
ロアリール、フルオロアルコキシ、および、フルオロアリールオキシから選択され、ここ
で、Ｒ５およびＲ６は、一緒になって、非芳香族環を形成してもよいが、但し、Ｅが（Ｃ
Ｒ５Ｒ６）ｍであり、ｎが１より大きく、ｍが１のとき、Ｒ５およびＲ６の少なくとも１
つが水素でも炭化水素でないことを条件とする。
【００１４】
　また、前述の式（Ｉ）又は（ＩＩＩ）を有する官能性モノマーを重合させることにより
、ポリマーおよびコポリマーが調製される。
【００１５】
　本発明の他の態様には、前述の少なくとも１つの化合物を含む少なくとも１つの層を有
する電子デバイスおよび他の用途が挙げられる。
【００１６】
　本発明の別の態様では、前記化合物の少なくとも１つを含む組成物が提供される。本明
細書に記載の少なくとも１つの化合物を含む液体組成物は、溶液、分散体、又はエマルシ
ョンの形態とすることができる。
【００１７】
　前述の概略の説明および以下の詳細な説明は、例示し、説明するためのものに過ぎず、
添付の特許請求の範囲に記載される本発明を限定するものではない。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】本明細書に開示される新規な化合物の少なくとも１つを含む少なくとも１つの層
を含む１つの有機電子デバイスを説明する例である。
【００１９】
　本発明を例示の目的で説明するが、添付の図に限定するものではない。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　本発明は、新規な化合物、前記化合物の新規な製造方法、新規な化合物の少なくとも１
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つを含む組成物、新規な化合物の少なくとも１つを含む少なくとも１つの層を含む電子デ
バイスおよび他の用途、並びに、本化合物を含有するデバイスの製造方法を提供する。本
発明の一態様は、式Ｉ又はＩＩＩを有する化合物であり：
【００２１】
【化３】

【００２２】
　式中、
　ｎは、少なくとも１の整数であり、
　Ｒ１は、アリール、ヘテロアリール、フルオロアリール、およびフルオロへテロアリー
ルから選択され、および、Ｒ１は、出現するごとに同じであっても、又は異なってもよく
、
　Ｒ３は、ＨおよびＲ１から選択され、
　Ｒ２は、Ｈ、Ｒ１、アルキル、フルオロアルキル、Ｃｌ、Ｂｒ、Ｉ、および、式（ＩＩ
）のアリールアミノ基から選択され、
【００２３】
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【化４】

【００２４】
　Ｒ４は、アリール、Ｈ、Ｒ１、アルキル、およびフルオロアルキルから選択され、
　Ｒ７は、アリール、ヘテロアリール、フルオロアリール、およびフルオロへテロアリー
ルから選択される。
【００２５】
　Ｅは、Ｏ、Ｓ、（ＳｉＲ５Ｒ６）ｍ（式中、ｍは、１～２０の整数である）、（ＣＲ５

Ｒ６）ｍ（式中、ｍは、１～２０の整数である）、および、これらの組み合わせから選択
され、出現するごとに異なっていてもよく、式中、Ｒ５およびＲ６は、それぞれ独立に、
Ｈ、Ｆ、アルキル、アリール、アルコキシ、アリールオキシ、フルオロアルキル、フルオ
ロアリール、フルオロアルコキシ、および、フルオロアリールオキシから選択され、ここ
で、Ｒ５およびＲ６は、一緒になって、非芳香族環を形成することができるが、但し、Ｅ
が（ＣＲ５Ｒ６）ｍであり、ｎが１より大きく、ｍが１のとき、Ｒ５およびＲ６の少なく
とも１つが水素でも炭化水素でないことを条件とする。
【００２６】
　幾つかの実施形態では、式（Ｉ）およびＩＩＩの化合物中の少なくとも１つの芳香族環
は、Ｈ、Ｆ、アルキル、アリール、アルコキシ、アリールオキシ、フルオロアルキル、フ
ルオロアリール、フルオロアルコキシおよびフルオロアリールオキシから独立に選択され
る１つ又は複数の置換基を有する。他の実施形態では、式（Ｉ）およびＩＩＩの化合物中
の２つの隣り合う芳香族環の置換基は、一緒に芳香族環又は非芳香族環を形成することが
できる。他の実施形態では、単一の環の隣接する置換基は、連結して、縮合芳香族環又は
非芳香族環を形成することができる。
【００２７】
　幾つかの実施形態では、Ｒ１はアリールである。
【００２８】
　幾つかの実施形態では、Ｒ１はフェニル、１－ナフチル、および、２－ナフチルから選
択される。幾つかの実施形態では、ｎ＝１、Ｒ２はＨであり、Ｒ３はフェニル、１－ナフ
チル、および２－ナフチルから選択される。
【００２９】
　幾つかの実施形態では、Ｒ１は、フルオロアリールおよびフルオロへテロアリールから
選択され、基は、最大７つまでのフッ素原子を有することができる。
【００３０】
　幾つかの実施形態では、Ｒ２はＨ又はアリールである。幾つかの実施形態では、Ｒ２は
Ｒ３とは異なる。幾つかの実施形態では、Ｒ２はＨであり、Ｒ３はアリールである。
【００３１】
　幾つかの実施形態では、Ｒ４はアリールである。
【００３２】
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　幾つかの実施形態では、Ｒ７は、フルオロアリールおよびフルオロへテロアリールから
選択され、基は、最大７つまでのフッ素原子を有することができる。
【００３３】
　一実施形態では、新規な化合物は、式ＩＶを有し、
【００３４】
【化５】

【００３５】
　式中、
　ｎは、少なくとも１の整数であり、Ｒ１は、アリール、ヘテロアリール、フルオロアリ
ール、およびフルオロへテロアリール（ここで、フルオロアリールおよびフルオロへテロ
アリールは、１つ又は複数のフッ素原子、幾つかの実施形態では最大７つまでのフッ素原
子で置換されている）から選択され、Ｒ１は、出現するごとに異なってもよい。幾つかの
実施形態では、Ｒ１はアリールである。Ｒ２は、Ｈ、Ｒ１、アルキル、フルオロアルキル
、式（ＩＩ）のアリールアミノ、Ｃｌ、Ｂｒ、Ｉから選択される。幾つかの実施形態では
、Ｒ２はＨである。Ｒ３は、ＨおよびＲ１から選択される。幾つかの実施形態では、Ｒ３

はアリールである。Ｒ４は、アリール、Ｈ、Ｒ１、アルキル、フルオロアルキルから選択
される。幾つかの実施形態では、Ｒ４はアリールである。幾つかの実施形態では、Ｒ２は
Ｒ３とは異なる。幾つかの実施形態では、Ｒ２はＨであり、Ｒ３はアリールである。
【００３６】
　Ｅは、Ｏ、Ｓ、（ＳｉＲ５Ｒ６）ｍ（式中、ｍは、１～２０の整数である）、（ＣＲ５

Ｒ６）ｍ（式中、ｍは、１～２０の整数である）、および、これらの組み合わせから選択
され、出現するごとに異なっていてもよく、式中、Ｒ５およびＲ６は、それぞれ独立に、
Ｈ、Ｆ、アルキル、アリール、アルコキシ、アリールオキシ、フルオロアルキル、フルオ
ロアリール、フルオロアルコキシ、および、フルオロアリールオキシから選択され、ここ
で、Ｒ５およびＲ６は、一緒になって、非芳香族環を形成することができるが、但し、Ｅ
が（ＣＲ５Ｒ６）ｍであり、ｎが１より大きく、ｍが１のとき、Ｒ５およびＲ６の少なく
とも１つが水素でも炭化水素でないことを条件とする。
【００３７】
　幾つかの実施形態では、式（ＩＶ）の化合物中の少なくとも１つの芳香族環は、Ｈ、Ｆ
、アルキル、アリール、アルコキシ、アリールオキシ、フルオロアルキル、フルオロアリ
ール、フルオロアルコキシおよびフルオロアリールオキシから選択される置換基を有する
。幾つかの実施形態では、Ｒ１はフェニル、１－ナフチル、および、２－ナフチルから選
択される。幾つかの実施形態では、ｎ＝１、Ｒ２はＨであり、Ｒ３はフェニル、１－ナフ
チル、および２－ナフチルから選択される。
【００３８】
　ポリマーおよびコポリマーは、式Ｉ、ＩＩＩ、およびＩＶを有する複数の官能性モノマ
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もよい。本明細書で使用する時、「官能性モノマー」の用語は、少なくとも反応性の基を
有し、同じ又は異なる反応基を有する他の化合物と反応できる化合物を意味するものとす
る。
【００３９】
　式（Ｉ）、（ＩＩＩ）、および（ＩＶ）中のｎの実際的な上限は、一部には、特定の溶
媒又は特定の種類の溶媒に対する化合物の所望の溶解度によって決定される。ｎの値が増
大するにつれ、化合物の分子量は増大する。分子量が増大すると、一般に、特定の溶媒に
対する化合物の溶解度は低下すると予測される。更に、一実施形態では、所与の溶媒中で
化合物が実質的に不溶性になるｎの値は、一部には化合物の構造に依存する。例えば、複
数のフェニル基を含有する化合物は、ｎが約１０４よりずっと小さいとき、有機溶媒に実
質的に不溶性になる場合がある。別の例として、より少ないフェニル基および／又は特定
の官能基を有するフェニル基を含有する化合物は、ｎが約１０４又はそれより大きくても
、更には１０５又は１０６であっても、所与の溶媒に可溶性の場合がある。ｎの値および
溶媒の選択は、当業者の認識範囲内にある。
【００４０】
　また、前述の化合物の複数の官能性モノマーを組み合わせることによって調製されるコ
ポリマーを含む化合物が提供される。このようなモノマーを以下のように３つの種類に分
類することができる。
【００４１】
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【化６】

【００４２】
　式中、ｙは１以上の整数であり、ｗはゼロ又は１以上の整数であり、ＸはＣｌ、Ｂｒ、
Ｉ、ボロン酸、ボロン酸エステル、ボラン又はトリフレート基であり、Ｘは、（グループ
１では）炭素－炭素結合、および（グループ２および３では）炭素－窒素結合を形成でき
るように、出現するごとに異なっていてもよい。
【００４３】
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　便宜上、本明細書では例示的なモノマーをグループ１、グループ２、又はグループ３に
割り当て、そのグループ内で例示的なモノマーをサブグループに、例えば、グループ１内
でサブグループＡ１、Ａ２、Ｂ、Ｃ１、Ｃ２、およびＣ３などに割り当てる。
【００４４】
　各グループ１、グループ２、および／又はグループ３内の各サブグループの１つ又は複
数のモノマーを使用して、ホモポリマーおよびコポリマーを製造することができるが、但
し、サブグループＡのモノマーだけを含有するコポリマー、又はサブグループＢのモノマ
ーだけを含有するコポリマーが得られないことを条件とする。グループ３内のモノマーか
ら製造されるコポリマーは、Ａ１又はＡ２と指定される少なくとも１つのコモノマー、お
よび、サブグループＥ１、Ｅ２、Ｅ３、Ｅ４およびＥ５の少なくとも１つのコモノマーを
含有する。例示的なコポリマーには、ポリ（Ａ－ｃｏ－Ｂ）；ポリ（Ａ－ｃｏ－Ｃ）；ポ
リ（Ａ－ｃｏ－Ｂ－ｃｏ－Ｃ）；ポリ（Ａ－ｃｏ－Ｃ）；および、グループＣ内の２つ以
上のモノマーを含むコポリマーが挙げられ、ここで、例えば、「ポリ（Ａ－ｃｏ－Ｂ）」
は、重合単位としてグループＡのモノマーおよびグループＢのモノマーを含むコポリマー
を指す。このようなコポリマー中のモノマー、例えば、ＡおよびＢは、等モル比で、又は
非等モル比で存在することができる。グループ１のモノマーから製造されるコポリマーは
、重合中、炭素－炭素結合の形成によって製造される。グループ２およびグループ３のモ
ノマーから製造されるコポリマーは、重合中、炭素－窒素結合の形成によって製造される
。
【００４５】
　グループ１からのホモポリマーおよびコポリマーは、一般に、既知の合成方法を使用し
て調製することができる。一合成方法では、（非特許文献１）に記載されるように、モノ
マー単位のジハロ誘導体を化学量論的な量の０価のニッケル化合物（ビス（１，５－シク
ロオクタジエン）ニッケル（０）など）と反応させる。別の方法では、（非特許文献２）
に記載されるように、２価のニッケルイオンを０価のニッケルに還元できる化学量論的な
量の材料の存在下で、モノマー単位のジハロ誘導体を触媒量のＮｉ（ＩＩ）化合物と反応
させる。好適な材料には、亜鉛、マグネシウム、カルシウム、およびリチウムが挙げられ
る。第３の合成方法では、米国特許公報（特許文献１）および（特許文献２）に記載され
るように、０価のパラジウム触媒（テトラキス（トリフェニルホスフィン）Ｐｄなど）の
存在下で、１モノマー単位のジハロ誘導体を、ボロン酸、ボロン酸エステル、およびボラ
ンから選択される２つの反応基を有する別のモノマー単位の誘導体と反応させる。
【００４６】
　グループ２および３からのホモポリマーおよびコポリマーは、一般に、Ｐｄ触媒アミノ
化反応により調製することができる。例えば、グループ２のモノマーを含有するホモポリ
マー又はコポリマーは、反応性一級又は二級アミンと反応性アリールハライドの両方を有
するモノマー単位を、銅、ニッケル、又はパラジウム触媒の存在下で反応させることによ
り形成できる。グループ３のモノマーを含有するホモポリマー又はコポリマーは、銅、ニ
ッケル、又はパラジウム触媒の存在下における、１つ又は複数のジハロモノマー誘導体と
、１つ又は複数のジアミノ（一級又は二級）モノマー単位との反応により生成できる。Ｐ
ｄ触媒アミノ化反応の典型的な条件は、（非特許文献３）、（非特許文献４）、（非特許
文献５）に記載されている。Ｎｉ触媒アミノ化反応の典型的な条件は、（非特許文献６）
、（非特許文献７）に記載されている。Ｃｕ触媒アミノ化反応の典型的な条件は、（非特
許文献８）に記載されている。
【００４７】
　本明細書に開示される化合物のポリマーは、例えば、ＮＰＤおよびＴＰＤと比較して、
改善された熱安定性を有することができる。例えば、式ＩＶの化合物（ここで、Ｒ１は１
－ナフチルであり、ＥはＣ（ＣＦ３）２である）のＴｇは約２４０℃である。典型的には
、本化合物のＴｇは、少なくとも約５０℃、好ましくは少なくとも約１００℃である。
【００４８】
　式ＩおよびＩＶの化合物は、当業者に既知の炭素－窒素結合形成方法により調製するこ
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とができる。例えば、ホモポリマー又はヘテロポリマーは、銅、ニッケル、又はパラジウ
ム触媒の存在下における、１つ又は複数のジハロモノマー誘導体と、等モル量の１つ又は
複数のジアミノ（一級又は二級）モノマー単位との反応により生成できる。或いは、反応
基としてアミンおよびハライドを含有する１つ又は複数のモノマーを使用することができ
る。Ｐｄ触媒アミノ化反応の典型的な条件は、（非特許文献３）、（非特許文献４）、（
非特許文献５）に記載されている。Ｎｉ触媒アミノ化反応の典型的な条件は、（非特許文
献６）、（非特許文献７）に記載されている。Ｃｕ触媒アミノ化反応の典型的な条件は、
（非特許文献８）に記載されている。
【００４９】
　例えば、好適な塩基（ＮａＯｔＢｕなど）、触媒（１当量未満の）量の好適なパラジウ
ム化合物（トリス（ジベンジリデンアセトン）ジパラジウムなど）、および好適な配位子
（Ｐ（ｔＢｕ）３など）の存在下で、グループ３のジアミンモノマーＥ１（Ｎ，Ｎ’－ジ
フェニルベンジジンなど）を等モル量のジハライドモノマーＡ１（４，４’－ブロモフェ
ニルイソプロピリデンなど）と反応させる。２２℃～１５０℃の温度で２４～９２時間、
重合を行う。次いで、得られるポリマーをエンドキャップ基（ブロモベンゼンなど）で処
理し、更に２４～４８時間反応させ、式ＩＶ（式中、Ｒ１はフェニルであり、ＥはＣ（Ｃ
Ｈ３）２であり、Ｒ２＝Ｒ３はフェニルである）のポリマーを生成させる。
【００５０】
　別の実施例では、グループ２のモノマーＤ１（４－（Ｎ－フェニルアミン）－４’－（
ブロモフェニル）イソプロピリデンなど）を、前述の条件を使用して重合させると、式Ｉ
Ｖ（式中、Ｒ１はフェニルであり、ＥはＣ（ＣＨ３）２であり、Ｒ２＝Ｒ３はフェニルで
ある）のポリマーを得ることができる。
【００５１】
　式ＩＩＩの化合物は、当業者に既知の炭素－炭素結合形成方法により調製することがで
きる。（非特許文献１）に記載の一方法では、モノマー単位のジハロ誘導体を、化学量論
的な量の０価のニッケル化合物（ビス（１，５－シクロオクタジエン）ニッケル（０）な
ど）と反応させる。第２の方法では、（非特許文献２）に記載されるように、２価のニッ
ケルイオンを０価のニッケルに還元できる化学量論的な量の材料の存在下で、モノマー単
位のジハロ誘導体を、触媒量のＮｉ（ＩＩ）化合物と反応させる。好適な材料には、亜鉛
、マグネシウム、カルシウム、およびリチウムが挙げられる。第３の合成方法では、米国
特許公報（特許文献１）および（特許文献２）に記載されるように、０価のパラジウム触
媒（テトラキス（トリフェニルホスフィン）Ｐｄなど）の存在下で、１モノマー単位のジ
ハロ誘導体を、ボロン酸、ボロン酸エステル、およびボランから選択される２つの反応基
を有する別のモノマー単位の誘導体と反応させる。
【００５２】
　例えば、グループ１のモノマーＣ２（４，４’－Ｎ，Ｎ’－［（１－ナフチル）（４－
クロロフェニル）］－（ヘキサフルオロイソプロピリデン）など）の高分子組成物を、化
学量論的な量の０価のニッケル化合物（ビス（１，５－シクロオクタジエン）ニッケル（
０）など）と２２℃～１５０℃の温度で２４～９２時間反応させる。
【００５３】
　ＯＬＥＤデバイスを含む電子デバイスを製造するため、一実施形態では、化合物は、イ
ンジウムをドープした酸化スズ（ＩＴＯ）などの透明なアノード上に堆積されるとき、皮
膜を形成する。得られる皮膜の質は、平滑さおよび欠陥密度を目視検査／顕微鏡検査する
ことにより表面的に判断できる。ＯＬＥＤに関して、目視観察される欠陥が最小限である
ことが好ましい。更に、皮膜の質は、例えば、光学的楕円偏光測定器又は機械的プロフィ
ルメータを使用して、皮膜の数箇所の別々の領域で膜厚を推定することにより測定できる
。皮膜の異なる領域で測定する時、皮膜が実質的に均一な厚さを有することが好ましい。
【００５４】
　例えば、一実施形態では、式Ｉ、ＩＩＩ、又はＩＶの化合物の少なくとも１つを含む組
成物は、電子デバイスを製造する際、分散体、エマルション、又は溶液などの液体の形態
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とすることができる。有機発光ダイオードについて下記に説明する、電子デバイスの例示
的な製造方法は、
　前述の式（Ｉ）および式（ＩＩＩ）から選択される式を有する化合物を含む液体組成物
を提供する工程、
　アノードを提供する工程、
　前記化合物を含む前記液体組成物を前記アノードに隣接するように配置する工程、
　前記組成物から前記液体を除去し、少なくとも１つの正孔輸送層を生成させる工程、
　光活性材料および電気活性材料から選択される材料を提供する工程、
　前記材料を前記正孔輸送膜に隣接するように配置する工程、
　電子輸送体を提供する工程、
　前記電子輸送体を前記発光体に隣接するように配置する工程、および
　カソードを前記電子輸送体に隣接するように提供する工程、
を含む。
【００５５】
　一実施形態では、液体組成物は、化合物に対して少なくとも１つの溶媒を含む。当業者
は、特定の化合物又は関連する種類の化合物に好適な溶媒を容易に決定することができる
。幾つかの用途では、化合物は非水性溶媒に溶解される。このような非水性溶媒は、Ｃ１

～Ｃ２０アルコール、エーテル、および酸エステルなどの比較的極性のものであっても、
又はＣ１～Ｃ１２アルカン若しくは芳香族などの比較的非極性のものであってもよい。
【００５６】
　新規な化合物の少なくとも１つを含む溶液、エマルション、又は分散体として、液体組
成物の製造に使用される他の好適な液体媒体には、以下に限定されないが、塩素化炭化水
素（塩化メチレン、クロロホルム、クロロベンゼンなど）、芳香族炭化水素（トリフルオ
ロトルエンを含む、置換および非置換トルエンおよびキシレンなど）、極性溶媒（テトラ
ヒドロフラン（ＴＨＦ）、Ｎ－メチルピロリドン（ＮＭＰ）など）、エステル（酢酸エチ
ルなど）、アルコール（イソプロパノール）、ケトン（シクロペンタノン）、およびこれ
らの混合物が挙げられる。
【００５７】
　本明細書に開示される化合物および化合物を含む組成物は、溶液プロセス適性（ｓｏｌ
ｕｔｉｏｎ　ｐｒｏｃｅｓｓａｂｉｌｉｔｙ）、皮膜形成能、溶解性、および高分子化合
物の熱安定性に関して、トリアリールアミンなどのより小さい分子の電子的利点を提供す
ることができる。特に、化合物を溶液の状態で提供して溶液プロセスに使用し、電子デバ
イスを製造できることが分かった。
【００５８】
　一実施形態では、化合物が有用である電子デバイスは、ＯＬＥＤデバイスである。蒸着
プロセスを使用し、ＯＬＥＤデバイスの製造に正孔輸送材料として通常使用される、ＮＰ
Ｄ（Ｎ，Ｎ’－ジ（ナフタレン－１－イル）－Ｎ，Ｎ’－ジフェニル－ベンジジン）、お
よび、ＴＰＤ（４，４’－ビス［Ｎ－（３－メチルフェニル）－Ｎ－フェニルアミノ］ビ
フェニル）などの既知の化合物とは対照的に、本発明の化合物は、改善された熱安定性を
有し、通常の溶媒に選択的に溶解することができる。「選択的に溶解」は、化合物を幾つ
かの溶媒には可溶性又は実質的に可溶性にし、他の溶媒には不溶性又は実質的に不溶性に
することができることを意味する。例えば、化合物を使用して電子デバイスを製造する際
、化合物が可溶性又は実質的に可溶性である溶媒中に化合物を提供し、化合物が不溶性又
は実質的に不溶性である別の溶媒でそこに堆積させるのが望ましいことが多い。化合物の
置換基を変えることによって、可溶化を提供又は向上することができる。
【００５９】
　一実施形態では、化合物が実質的に可溶性である溶媒に化合物を溶解させる。次いで、
その溶液を薄膜に形成し、溶液プロセス技術のいずれかで乾燥させる。溶媒が蒸発する時
、形成されて得られる皮膜を、その後更に、高温（溶媒の沸点より高温を含む）で、真空
又は窒素雰囲気中でベークすることによって乾燥させる。次いで、予備形成された化合物
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膜の上に、発光層材料を含有する第２の溶液を堆積させることによって皮膜を更に処理す
るが、ここで、発光材料は、化合物が実質的に不溶性である溶媒に溶解される。「実質的
に不溶性」は、溶媒１ｍｌ中に約５ｍｇ未満の化合物が溶解することを意味する。しかし
、５ｍｇより大きい又は５ｍｇ未満の溶解度を使用することができ、それは幾つかの用途
に好ましい場合がある。例えば、１０ｍｇ／ｍＬまでの中程度の溶解度では、本発明のＨ
ＴＭポリマーと発光層材料の間の境界面が不鮮明になるか又は徐々に変化する場合がある
。このような不鮮明化は、含まれる材料の性質に応じて、有害な効果を有する可能性もあ
れば、又は有益な効果を有する可能性もある。境界面のこのような不鮮明化によって、境
界面での改善された電荷輸送と、実質的に改善されたデバイス性能又は寿命が得られる可
能性がある。
【００６０】
　当業者に認識されるように、化合物の溶解度は、一部には化合物内の置換基によって決
定される。特に、本明細書に開示される化合物では、特定の溶媒又は特定の種類の溶媒に
対する化合物の溶解度を調整するため、化合物中のグループ「Ｅ」の性質を変えることが
できる。このようにして、グループ「Ｅ」の性質を変えることにより、水又はいずれかの
所与の有機非水性溶媒に対する溶解度が大きく又は小さくなるように化合物を変性させる
ことができる。
【００６１】
　また、好ましくは、電子デバイスを製造するため、本化合物は、典型的にはＩＴＯ（イ
ンジウムをドープした酸化スズ）などの透明なアノードである電極上に発光層膜を堆積さ
せるのに使用できる溶媒に対して比較的低い溶解度、例えば、約５ｍｇ／ｍＬ未満、更に
は約２ｍｇ／ｍＬ以下の溶解度を有する。
【００６２】
　一実施形態では、本明細書に開示される少なくとも１つの化合物又は組成物を含有する
少なくとも１つの層を含む電子デバイスが提供される。一実施形態では、層は電荷輸送層
であり、別の実施形態では、層は正孔輸送層である。このような化合物を含む新規な化合
物又は組成物は、光活性層と電極の間に配置される別々の層に存在することができる。或
いは、有機電子デバイスの光活性層は本組成物を含有することができる。少なくとも１つ
の化合物又は組成物を含む少なくとも１つの層を含む電子デバイスの一例を図１に示す。
デバイス１００は、アノード層１１０およびカソード層１６０を有する。アノードに隣接
しているのは、正孔輸送材料を含む層１２０である。カソードに隣接しているのは、電子
輸送および／又はアンチクエンチング（ａｎｔｉ－ｑｕｅｎｃｈｉｎｇ）材料を含む層１
４０である。正孔輸送層と電子輸送および／又はアンチクエンチング層の間に、光活性層
１３０がある。図示されている実施形態では、デバイスはカソードの隣に任意選択的な追
加の輸送層１５０を有する。層１２０、１３０、１４０、および１５０は、個々におよび
集合的に活性層と称される。
【００６３】
　デバイス１００の用途に応じて、光活性層１３０は、（発光ダイオード又は発光電気化
学セルなどにおけるように）印加電圧によって活性化される発光層、（光検出器などにお
けるように）放射エネルギーに応答し、印加バイアス電圧で又は印加バイアス電圧なしに
信号を発生させる材料の層とすることができる。光検出器の例には、光導電セル、フォト
レジスタ、光スィッチ、フォトトランジスタ、および光電管、および光電池が挙げられ、
これらの用語は、マーカス・ジョン（Ｍａｒｋｕｓ，Ｊｏｈｎ）、電子工学および核工学
辞典（Ｅｌｅｃｔｒｏｎｉｃｓ　ａｎｄ　Ｎｕｃｌｅｏｎｉｃｓ　Ｄｉｃｔｉｏｎａｒｙ
）、４７０および４７６（マグローヒル社（ＭｃＧｒａｗ－Ｈｉｌｌ，　Ｉｎｃ．）、１
９６６年）に説明されている。
【００６４】
　本明細書に開示される化合物は、正孔輸送層１２０に、および、光活性層１３０中の電
荷伝導ホストとして特に有用である。デバイス中の他の層は、このような層に有用である
ことが既知の任意の材料で製造することができる。アノード、１１０は、正電荷キャリア
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を注入するのに特に効率的な電極である。それは、例えば、金属、混合金属、合金、金属
酸化物若しくは混合金属酸化物、電導性ポリマー、又はこれらの組み合わせ又は混合物を
含有する材料で製造することができる。好適な金属には、１１族の金属、４、５および６
族の金属、並びに８～１０族の遷移金属が挙げられる。アノードが透光性となる場合、１
２、１３および１４族の金属の混合金属酸化物（インジウム－スズ酸化物など）が一般に
使用される。アノード１１０は、また、例えば、（非特許文献９）に記載されるように、
ポリアニリンなどの有機材料を含むこともできる。アノードおよびカソードの少なくとも
１つは、好ましくは、発生した光を観察できるように少なくとも部分的に透明である。
【００６５】
　光活性層１３０は、典型的には、以下に限定されないが、蛍光色素、蛍光および燐光金
属錯体、共役ポリマー、およびこれらの混合物を含む任意の有機エレクトロルミネッセン
ス（「ＥＬ」）材料であってもよい。蛍光色素の例には、以下に限定されないが、ピレン
、ペリレン、ルブレン、およびこれらの誘導体、およびこれらの混合物が挙げられる。金
属錯体の例には、以下に限定されないが、トリス（８－ヒドロキシキノラト）アルミニウ
ム（Ａｌｑ３）などの金属キレート化オキシノイド化合物；ペトロブ（Ｐｅｔｒｏｖ）ら
、（特許文献３）に開示されている、イリジウムとフェニルピリジン、フェニルキノリン
、又はフェニルピリミジン配位子との錯体などのシクロメタレート型イリジウムおよび白
金エレクトロルミネッセンス化合物、および、例えば、米国特許公報（特許文献４）、（
特許文献５）、（特許文献６）、および（特許文献７）に記載されている有機金属錯体；
およびこれらの混合物が挙げられる。電荷を担うホスト材料および金属錯体を含むエレク
トロルミネッセンス発光層は、トンプソン（Ｔｈｏｍｐｓｏｎ）らにより米国特許公報（
特許文献８）に、並びに、バーロウ（Ｂｕｒｒｏｗｓ）およびトンプソン（Ｔｈｏｍｐｓ
ｏｎ）により（特許文献９）および（特許文献１０）に記載されている。電荷を担うホス
ト材料および燐光白金錯体を含むエレクトロルミネッセンス発光層は、トンプソン（Ｔｈ
ｏｍｐｓｏｎ）らにより米国特許公報（特許文献８）に、（非特許文献１０）、および（
非特許文献１１）に記載されている。共役ポリマーの例には、以下に限定されないが、ポ
リ（フェニレンビニレン）、ポリフルオレン、ポリ（スピロビフルオレン）、ポリチオフ
ェン、ポリ（ｐ－フェニレン）、これらのコポリマー、およびこれらの混合物が挙げられ
る。
【００６６】
　一実施形態では、光活性層１３０は、有機金属化合物を含む。これらのエレクトロルミ
ネッセンス錯体は単独で使用されても、又は、前述のように、電荷を担うホスト中にドー
プされてもよい。化合物が正孔輸送層１２０中に有用であることに加えて、電子輸送層１
４０／１５０は、また、光活性層１３０又はさもなければ光活性層の一部で発光性ドーパ
ントのための電荷を担うホストの役割をすることもできる。
【００６７】
　層１４０および／又は層１５０中に使用できる電子輸送材料の例には、トリス（８－ヒ
ドロキシキノラト）アルミニウム（Ａｌｑ３）などの金属キレート化オキシノイド化合物
；および、２－（４－ビフェニルイル）－５－（４－ｔ－ブチルフェニル）－１，３，４
－オキサジアゾール（ＰＢＤ）および３－（４－ビフェニルイル）－４－フェニル－５－
（４－ｔ－ブチルフェニル）－１，２，４－トリアゾール（ＴＡＺ）などのアゾール化合
物；およびこれらの混合物が挙げられる。
【００６８】
　カソード１６０は、電子又は負電荷キャリアを注入するのに特に効率的な電極である。
カソードは、アノードより低い仕事関数を有する任意の金属又は非金属とすることができ
る。カソード用の材料は、１族のアルカリ金属（例えば、Ｌｉ、Ｃｓ）、２族（アルカリ
土類）金属、１２族の金属（希土類元素およびランタニド、およびアクチニドを含む）か
ら選択することができる。アルミニウム、インジウム、カルシウム、バリウム、サマリウ
ム、およびマグネシウムなどの材料、並びに組み合わせを使用することができる。Ｌｉ含
有有機金属化合物、ＬｉＦおよびＬｉ２Ｏを有機層とカソード層の間に堆積させて作動電
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圧を低下させることもできる。
【００６９】
　有機電子デバイス中に他の層を有することは既知である。例えば、正電荷輸送および／
又は層のバンドギャップ一致を促進するように、又は保護層として機能するように、アノ
ード１１０と正孔輸送層１２０の間に層（図示せず）を設けることができる。当該技術分
野で既知の層を使用することができる。更に、前述の層のどれも２つ以上の層で製造する
ことができる。或いは、アノード層１１０の幾つか又は全て、正孔輸送層１２０、電子輸
送層１４０および１５０、並びに、カソード層１６０を表面処理して電荷キャリア輸送効
率を増大させてもよい。各構成要素層の材料の選択は、好ましくは、デバイスに高いデバ
イス効率を提供する目標をデバイスの作動寿命と均衡させることによって決定される。
【００７０】
　一実施形態では、有機電子デバイスは、アノード１１０と正孔輸送層１２０の間に少な
くとも１つのバッファ層を含む。本明細書で使用する時「バッファ層」の用語は、アノー
ドと活性有機材料の間に使用できる電気伝導性又は半伝導性の層を意味するものとする。
バッファ層は、以下に限定されないが、有機電子デバイスの性能を促進又は改善するため
、数ある態様の中でも、下にある層の平坦化、正孔輸送、正孔注入、酸素および金属イオ
ンなどの不純物の純化を含む１つ又は複数の機能を、有機電子デバイス中で遂行すると考
えられる。バッファ層は、小分子、オリゴマー、又はポリマーであってもよい正孔輸送材
料を有する少なくとも１つの層を含むことができる。正孔輸送材料の例は、例えば、カー
ク・オスマー化学技術百科事典（Ｋｉｒｋ－Ｏｔｈｍｅｒ　Ｅｎｃｙｃｌｏｐｅｄｉａ　
ｏｆ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ）、第４版、第１８巻、８３７～８６０
頁、１９９６年、Ｙ．ワン（Ｗａｎｇ）著に要約されている。正孔輸送分子とポリマーの
両方を使用することができる。通常使用される正孔輸送分子は、Ｎ，Ｎ’－ジフェニル－
Ｎ，Ｎ’－ビス（３－メチルフェニル）－［１，１’－ビフェニル］－４，４’－ジアミ
ン（ＴＰＤ）、１，１－ビス［（ジ－４－トルイルアミノ）フェニル］シクロヘキサン（
ＴＡＰＣ）、Ｎ，Ｎ’－ビス（４－メチルフェニル）－Ｎ，Ｎ’－ビス（４－エチルフェ
ニル）－［１，１’－（３，３’－ジメチル）ビフェニル］－４，４’－ジアミン（ＥＴ
ＰＤ）、テトラキス－（３－メチルフェニル）－Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’－２，５－フェニレ
ンジアミン（ＰＤＡ）、ａ－フェニル－４－Ｎ，Ｎ－ジフェニルアミノスチレン（ＴＰＳ
）、ｐ－（ジエチルアミノ）ベンズアルデヒドジフェニルヒドラゾン（ＤＥＨ）、トリフ
ェニルアミン（ＴＰＡ）、ビス［４－（Ｎ，Ｎ－ジエチルアミノ）－２－メチルフェニル
］（４－メチルフェニル）メタン（ＭＰＭＰ）、１－フェニル－３－［ｐ－（ジエチルア
ミノ）スチリル］－５－［ｐ－（ジエチルアミノ）フェニル］ピラゾリン（ＰＰＲ又はＤ
ＥＡＳＰ）、１，２－トランス－ビス（９Ｈ－カルバゾール－９－イル）シクロブタン（
ＤＣＺＢ）、Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’－テトラキス（４－メチルフェニル）－（１，１’－ビ
フェニル）－４，４’－ジアミン（ＴＴＢ）、および銅フタロシアニンなどのポルフィリ
ン化合物である。通常使用される正孔輸送ポリマーは、ポリビニルカルバゾール、（フェ
ニルメチル）ポリシラン、ポリチオフェン、およびポリアニリンである。前述のものなど
の正孔輸送分子をポリスチレンおよびポリカーボネートなどのポリマーにドープすること
によって正孔輸送ポリマーを得ることも可能である。
【００７１】
　一実施形態では、バッファ層は、電気伝導ポリマー、およびコロイド形成高分子酸を含
む。本明細書で使用する時、「コロイド形成」の用語は、水溶液中に分散されるとき微小
な粒子を形成する物質を指す、即ち、「コロイド形成」高分子酸は水溶性ではない。一実
施形態では、導電性ポリマーは、ポリチオフェン、ポリアニリン、およびポリピロールか
ら選択される。一実施形態では、コロイド形成高分子酸は、高分子スルホン酸、高分子リ
ン酸、高分子ホスホン酸、高分子カルボン酸、高分子アクリル酸、およびこれらの混合物
から選択される。別の実施形態では、コロイド形成高分子酸は、フッ素化されている高分
子スルホン酸である。別の実施形態では、コロイド形成高分子スルホン酸は、パーフルオ
ロアルキレンスルホン酸を含む。
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【００７２】
　一実施形態では、バッファ層は、ポリ（３，４－エチレンジオキシチオフェン）（「Ｐ
ＥＤＴ」）およびポリ（パーフルオロエチレンスルホン酸）（「ＰＦＳＡ」）を含む。バ
ッファ層は、ＰＥＤＴ／ＰＦＳＡの水性分散体から調製することができ、これは、ＰＦＳ
Ａの水性分散体中におけるチオフェンモノマーの酸化重合により調製することができる。
ＰＦＳＡの調製は周知であり、例えば、米国特許公報（特許文献１１）に記載されている
。
【００７３】
　本明細書に記載の新規な化合物および組成物の少なくとも１つを含む１つ又は複数の層
を有することが有利になり得る他の電子デバイスの例には、以下に限定されないが、（１
）電気エネルギーを放射線に変換するデバイス（例えば、発光ダイオード、発光ダイオー
ドディスプレイ、又はダイオードレーザー）、（２）電子工学プロセスにより信号を検出
するデバイス（例えば、光検出器（例えば、光導電セル、フォトレジスタ、光スィッチ、
フォトトランジスタ、および光電管）、ＩＲ検出器）、（３）放射線を電気エネルギーに
変換するデバイス（例えば、光電池又は太陽電池）、および（４）１つ又は複数の有機半
導体層を含む１つ又は複数の電子部品を含むデバイス（例えば、トランジスタ又はダイオ
ード）が挙げられる。新規な化合物の他の用途には、記憶装置デバイス用のコーティング
材料、帯電防止フィルム、バイオセンサ、エレクトロクロミックデバイス、エネルギー蓄
積デバイス、および電磁遮蔽用途が挙げられる。
【００７４】
　各機能層は、２層以上で構成されてもよいことが分かる。
【００７５】
　デバイスは、好適な基板上に個々の層を逐次的に蒸着させることを含む様々な技術を使
用して作製することができる。ガラスおよびポリマーフィルムなどの基板を使用すること
ができる。熱蒸発、および化学蒸着などの慣用的な蒸着技術を使用することができる。或
いは、溶液プロセス技術を使用して少なくとも１つの組成物を含む層を塗布することがで
きる。個々の層の蒸着と溶液コーティングの組み合わせを使用することができる。一般に
、異なる層は、以下の範囲の厚さを有する：アノード１１０、５００～５０００Å、好ま
しくは１０００～２０００Å；正孔輸送層１２０、５０～２０００Å、好ましくは２００
～１０００Å；光活性層１３０、１０～２０００Å、好ましくは１００～１０００Å；電
子輸送層１４０および１５０、５０～２０００Å、好ましくは１００～１０００Å；カソ
ード１６０、２００～１００００Å、好ましくは３００～５０００Å。デバイス内での電
子－正孔再結合ゾーンの位置、従って、デバイスの発光スペクトルは、各層の相対的な厚
さに影響される可能性がある。従って、電子－正孔再結合ゾーンが発光層内にあるように
、電子輸送層の厚さを選択すべきである。所望の層の厚さの比は、使用される材料の正確
な性質に依存する。
【００７６】
　一実施形態では、少なくとも２つの有機層が溶液プロセスにより塗布される電子デバイ
スを作製する。本明細書で使用する時、「溶液プロセス」の用語は、液体媒体からの堆積
を含むプロセスを意味するものとする。液体媒体は、溶液、分散体、エマルションの形態
、又は他の形態とすることができる。典型的な液体堆積技術には、以下に限定されないが
、スピンコート、グラビアコート、カーテンコート、ディップコート、スロットダイコー
ト、スプレーコート、および連続ノズルコートなどの連続堆積技術；並びに、インクジェ
ット印刷、グラビア印刷、およびスクリーン印刷などの不連続液体堆積技術が挙げられる
。一実施形態では、少なくとも２つの有機層が溶液プロセスにより塗布される電子デバイ
スが作製され、溶液プロセスにより塗布される層の１つが、光活性な小分子化合物を含む
光活性層である。本明細書で使用する時、「小分子」の用語は、分子量２０００未満の化
合物を意味するものとする。一実施形態では、光活性な小分子は、燐光有機金属化合物お
よび蛍光色素から選択される。一実施形態では、光活性な小分子は、青色ルミネッセンス
材料である。本明細書で使用する時、「青色ルミネッセンス材料」の用語は、５００ｎｍ
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以下で極大を有するフォトルミネッセンスおよび／又はエレクトロルミネッセンススペク
トルを有する材料を意味するものとする。
【００７７】
　本明細書で使用する時、「電荷輸送材料」の用語は、電極から電荷を受容することがで
き、比較的高い効率と小さい電荷損失で、材料の厚さを通しての電荷の移動を容易にする
化合物又は他の組成物を意味するものとする。正孔輸送材料は、アノードから正電荷を受
容し、それを輸送することができる。電子輸送材料は、カソードから負電荷を受容し、そ
れを輸送することができる。
【００７８】
　「化合物」の用語は、分子が異なる原子からなり、構成要素が物理的手段によって分離
できない物質を意味するものとする。「組成物」の用語は、混合物、固体（粉末、フレー
ク、ペレットなどの様々な形態）、又は液体配合物（ここで、液体組成物は溶液、分散体
、エマルションを含む）を含むものと広く解釈され、各組成物は、本明細書に記載の少な
くとも１つの化合物を含む。
【００７９】
　「アンチクエンチング（ａｎｔｉ－ｑｕｅｎｃｈｉｎｇ）組成物」の用語は、光活性層
の励起状態への又はそれから隣接する層へのエネルギーの輸送と電子の輸送の両方を防止
、遅延、又は減少させる材料を意味するものとする。
【００８０】
　「光活性」の用語は、エレクトロルミネッセンス、フォトルミネッセンス、および／又
は光感度を示す任意の材料を指す。
【００８１】
　「基」の用語は、有機化合物中の置換基など、化合物の一部を意味するものとする。別
途示されない限り、基は全て、非置換であっても又は置換であってもよい。接頭辞「ヘテ
ロ」は、１つ又は複数の炭素原子が異なる原子で置き換えられていることを示す。接頭辞
「フルオロ」は、炭素に結合している水素原子のうち１つ又は複数がフッ素で置き換えら
れていることを意味するものとする。
【００８２】
　「アルキル」の用語は、１つの結合点を有する脂肪族炭化水素から誘導される基を意味
するものとする。「アルキレン」の用語は、脂肪族炭化水素から誘導され、２つ以上の結
合点を有する基を意味するものとする。「アルケニル」の用語は、１つ又は複数の炭素－
炭素二重結合を有し、１つの結合点を有する炭化水素から誘導される基を意味するものと
する。「アルキニル」の用語は、１つ又は複数の炭素－炭素三重結合を有し、１つの結合
点を有する炭化水素から誘導される基を意味するものとする。「アルケニレン」の用語は
、１つ又は複数の炭素－炭素二重結合を有し、２つ以上の結合点を有する炭化水素から誘
導される基を意味するものとする。「アルキニレン」の用語は、１つ又は複数の炭素－炭
素三重結合を有し、２つ以上の結合点を有する炭化水素から誘導される基を意味するもの
とする。
【００８３】
　「アリール」の用語は、１つの結合点を有する芳香族炭化水素から誘導される基を意味
するものとする。「アリールアルキレン」の用語は、アリール置換基を有するアルキル基
から誘導される基を意味するものとする。
【００８４】
　「アリーレン」の用語は、２つの結合点を有する芳香族炭化水素から誘導される基を意
味するものとする。「アリーレンアルキレン」の用語は、アリール基とアルキル基の両方
を有し、アリール基に１つの結合点を有し、アルキル基に１つの結合点を有する基を意味
するものとする。別途示されない限り、基は全て、非置換であっても又は置換であっても
よい。「に隣接する」の語句は、デバイス中の層を指すのに使用されるとき、１つの層が
別の層の直ぐ隣にあることを必ずしも意味しない。他方、「隣接するＲ基」の語句は、化
学式中で互いに隣り合うＲ基（即ち、結合によって連結されている原子上にあるＲ基）を
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指すのに使用される。
【００８５】
　「高分子」又は「ポリマー」の用語は、ダイマー、オリゴマー、ホモポリマー、および
コポリマー種を包含するものとする。
【００８６】
　更に、周期表の族に左から右へ１～１８の番号を付けるＩＵＰＡＣ番号付けシステム（
ＣＲＣ化学および物理学便覧（ＣＲＣ　Ｈａｎｄｂｏｏｋ　ｏｆ　Ｃｈｅｍｉｓｔｒｙ　
ａｎｄ　Ｐｈｙｓｉｃｓ）、第８１版、２０００年を全体を通して使用する。
【００８７】
　「層」又は「膜」の用語は、所望の領域を被覆するコーティングを指す。領域は、ディ
スプレイ全体と同じくらい大きくてもよく、又は、単一のサブピクセルなどの特定の機能
領域と同じくらい小さくてもよい。皮膜は、任意の慣用的な堆積技術で形成することがで
きる。
【００８８】
　本明細書で使用する時、「含む（ｃｏｍｐｒｉｓｅ）」、「含む（ｃｏｍｐｒｉｓｉｎ
ｇ）」、「含む（ｉｎｃｌｕｄｅ）」、「含む（ｉｎｃｌｕｄｉｎｇ）」、「有する（ｈ
ａｓ）」、「有する（ｈａｖｉｎｇ）」の用語又はこれらの他のいずれかの変形は、非排
他的な包含を扱うものとする。例えば、一連の要素を含むプロセス、方法、物品、又は装
置は、必ずしもこれらの要素だけに限定されず、明確に列記されていない、又は、このよ
うなプロセス、方法、物品若しくは装置に固有の他の要素を含んでもよい。更に、そうで
ないと明確に記載されない限り、「又は（ｏｒ）」は、包括的ｏｒを指し、排他的ｏｒを
指していない。例えば、以下のどれも、条件Ａ又はＢを満たす：Ａは真であり（又は存在
し）、且つ、Ｂは偽である（又は存在しない）、Ａは偽であり（又は存在せず）、且つ、
Ｂは真である（又は存在する）、および、ＡとＢが両方とも真である（又は存在する）。
【００８９】
　また、本発明の要素および構成要素を説明するため、「その（ｔｈｅ）」、「１つの（
ａ）」又は「１つの（ａｎ）」を使用する。これは単に便宜上、および、本発明の一般的
な意味を付与するために行われる。この記載は、１つ又は少なくとも１つを含むものと読
まれるべきであり、そうではないことを意味することが明白でない限り、単数は複数も含
む。
【００９０】
　別途定義されない限り、本明細書で使用される全ての技術用語および科学用語は、本発
明の属する分野の当業者が通常理解するのと同じ意味を有する。別途定義されない限り、
図中の全ての文字記号は原子を、その原子の省略形で表している。本明細書に記載される
ものに類似又は同等の方法および材料を、本発明の実施又は試験に使用することができ、
好適な方法および材料を後述する。
【００９１】
　本明細書に記載される全ての出版物、特許出願、特許、および他の参考文献は、参照に
よりその内容全体が組み込まれる。係争の場合、定義を含む本明細書によって調整される
。更に、材料、方法、および実施例は説明するためのものに過ぎず、限定するためのもの
ではない。
【実施例】
【００９２】
　以下の実施例で本発明のある一定の特徴および利点を説明する。それらは、本発明を説
明するためのものであって、限定するものではない。全てのパーセンテージは、別途示さ
れない限り、重量パーセンテージである。
【００９３】
　　（実施例１）
　　（実施例１．モノマー１から得られるポリマー）
【００９４】
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【化７】

【００９５】
　　（モノマー１の合成）
　化合物１への合成経路を下記に示す。
【００９６】

【化８】

【００９７】
　全ての反応を窒素雰囲気下で行い、反応フラスコを室内灯に当てないようにした。４，
４’－（ヘキサフルオロイソプロピリデン（ｈｅｘａｆｌｏｕｒｏｉｓｏｐｒｏｐｙｌｉ
ｄｅｎｅ））ジアニリン（１５．０ｇ）、１－ヨードナフタレン（２２．９ｇ）およびＮ
ａＯｔＢｕ（１２．９５ｇ）のトルエン（無水、３００ｍＬ）溶液に、トリス（ジベンジ
リデンアセトン）ジパラジウム（４．１２ｇ）とＰｔＢｕ３（２．２８ｇ）の混合物を添
加した。得られる反応混合物を室温で５日間攪拌した後、それをセライトのプラグを通し
てろ過し、トルエン（３×５００ｍＬ）で洗浄した。回転蒸発により揮発物質を除去し、
カラムクロマトグラフィー（シリカ）でＥｔＯＡｔ／ヘキサン（１：５）を使用して生成
物を精製し、続いて、ＣＨ２Ｃｌ２／ヘキサンから結晶化し、１ａを６７％の収率で得た
（１７．６ｇ）。
【００９８】
　次いで、１ａ（１７．６ｇ）のトルエン（無水、４８０ｍＬ）溶液を１－クロロ－４－
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ヨードベンゼン（２８．６ｇ）、ＮａＯｔＢｕ（８．６５ｇ）、トリス（ジベンジリデン
アセトン）ジパラジウム（２．２０ｇ）および１，１’－ビス（ジフェニルホスフィノ）
フェロセン（２．６６ｇ）と混合した。得られる反応混合物を１００℃に４８時間加熱し
た後、それをセライトのプラグを通してろ過し、トルエン（４×２５０ｍＬ）で洗浄した
。揮発物質を除去し、カラムクロマトグラフィー（シリカ）で１Ｌのヘキサンを使用して
生成物を精製し、続いて１５％ＣＨ２Ｃｌ２／ヘキサンで、１を白色粉末として６４％の
収率で得た（１５．４ｇ）。
【００９９】
　　（１の重合）
　ビス（１，５－シクロオクタジエン）－ニッケル－（０）（３．３３４ｇ、１２．１２
ｍｍｏｌ）を、２，２’－ビピリジル（１．８９３ｇ、１２．１２ｍｍｏｌ）および１，
５－シクロオクタジエン（１．３１１ｇ、１２．１２ｍｍｏｌ）のＮ，Ｎ－ジメチルホル
ムアミド（無水、１５ｍＬ）溶液に添加した。得られる混合物を６０℃に３０分間加熱し
た。次いで、油浴の温度を７０℃に上げ、１（４．８４６ｇ、６．０ｍｍｏｌ）のトルエ
ン（無水、６０ｍＬ）溶液を、攪拌している触媒混合物に素早く添加した。混合物を７０
℃で９２時間攪拌した。反応混合物を室温に冷却した後、それを、約３０ｍＬの濃ＨＣｌ
を含有するアセトン／メタノール（容積で５０：５０）混合物６００ｍＬに、激しく攪拌
しながら、ゆっくりと注ぎ入れた。淡灰色の繊維状沈殿物が形成し、これは攪拌中、部分
的に破砕した。混合物を１時間攪拌し、ろ過により固体を分離した。この固体をクロロホ
ルム約２００ｍＬに溶解させ、約３０ｍＬの濃ＨＣｌを含有するアセトン／メタノール（
５０：５０）混合物１２００ｍＬに激しく攪拌しながら注ぎ入れた。淡灰色の繊維状塊が
形成し、これを１時間攪拌し、ろ過により分離した。この固体を再びクロロホルム約２０
０ｍＬに溶解させ、シリカゲル６０の吸着床（約３～４ｃｍ）を通過させた。ろ床を約４
００ｍＬのクロロホルムで洗浄し、合わせたクロロホルム溶液を約１５０～２００ｍＬに
濃縮し、アセトン／メタノール（容積で５０：５０）１６００ｍＬに激しく攪拌しながら
注ぎ入れた。僅かにオフホワイトの繊維状沈殿物が形成し、これを１時間攪拌した。固体
をろ過により分離し、真空下で一晩乾燥させた。この固体をテトラヒドロフラン（２５０
ｍＬ）に溶解させた後、酢酸エチル１５００ｍＬに、激しく攪拌しながら、ゆっくりと注
ぎ入れた。ポリマーは、僅かにオフホワイトの繊維状スラリーとして沈殿した。この混合
物を１時間攪拌した後、ろ過により沈殿物を分離した。この固体をテトラヒドロフラン（
２２０ｍＬ）にもう一度再溶解させ、０．２ｕｍシリンジフィルタ（ＰＴＦＥメンブレン
フィルタ）を通してろ過し、メタノール１２００ｍＬに、激しく攪拌しながら、ゆっくり
と注ぎ入れた。ポリマーは、白色の繊維状スラリーとして沈殿し、これをろ過により分離
した。得られた材料を真空下で一晩乾燥させた後、ポリマー３．３１ｇ（７５％）を分離
した。ＧＰＣ（ＴＨＦ、室温）：Ｍｎ＝９２，０００；Ｍｗ＝２１９，９００；Ｍｗ／Ｍ
ｎ＝２．３９。
【０１００】
　　（実施例２）
　　（ポリマー２の合成）
　ポリマー２への合成経路を下記に示す。
【０１０１】
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【化９】

【０１０２】
　全ての操作を窒素雰囲気下で行った。２００ｍＬフラスコに４，４’－ブロモフェニル
（ヘキサフルオロイソプロピリデン）（３．６４ｇ、７．８７ｍｍｏｌ）、Ｎ，Ｎ－ジフ
ェニルベンジジン（ｄｉｐｈｅｎｙｌｂｅｚｉｄｉｎｅ）（２．６７、７．９３ｍｍｏｌ
）、ＮａＯｔＢｕ（２．２９、２３．８ｍｍｏｌ）、トルエン（無水、９５ｍＬ）、およ
び、トリス（ジベンジリデンアセトン）ジパラジウム（０．３６３ｇ、０．４ｍｍｏｌ）
とＰｔＢｕ３（０．４８２ｇ、２．４ｍｍｏｌ）の溶液（１０ｍＬ、トルエン）を投入し
た。得られる反応混合物を１００℃に４８時間加熱した。ブロモベンゼン（２．７４ｇ、
１７．４ｍｍｏｌ）を反応混合物に添加し、更に２４時間、攪拌した。室温に冷却した後
、混合物を空気に開放し、５０％トルエン／ＤＭＦで希釈して１％溶液（約１リットル）
を製造し、それをセライトの１インチのパッドを通してろ過した。黄色のろ液の容積を約
３００ｍＬに減少させた後、激しく攪拌している５０％ＭｅＯＨ／アセトン溶液（約１８
００ｍＬ）にゆっくりと添加した。沈殿物が形成し、これをろ過により分離し、真空下で
乾燥させて、オフホワイトの固体４．８９２ｇ（９７％）を得た。これをＣＨＣｌ３に溶
解させて約８％の溶液を製造し、これを激しく攪拌している６倍の容積のヘキサンに一滴
ずつ添加すると、固体が生成した。ろ過および乾燥後、得られた固体をＣＨＣｌ３に溶解
させ（１％溶液）、６倍の容積の沸騰アセトニトリル中で再び沈殿させた。沈殿物をろ過
し、真空乾燥させて、淡黄色の粉末材料２．２７４ｇを得た。ＧＰＣ（ＴＨＦ、室温）：
Ｍｎ＝１０，１００；Ｍｗ＝２０，８００；Ｍｗ／Ｍｎ＝２．０６。
【０１０３】
　　（実施例３）
　　（ポリマー３の合成）
　ポリマー３への合成経路を下記に示す。
【０１０４】
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【０１０５】
　全ての操作を窒素雰囲気下で行った。２００ｍＬフラスコに４，４’－ブロモフェニル
イソプロピリデン（１．００ｇ、２．８２ｍｍｏｌ）、Ｎ，Ｎ－ジフェニルベンジジン（
０．９６ｇ、２．８２ｍｍｏｌ）、ＮａＯｔＢｕ（０．８５、８．５ｍｍｏｌ）、トルエ
ン（無水、３０ｍＬ）、および、トリス（ジベンジリデンアセトン）ジパラジウム（０．
１３ｇ、０．１４ｍｍｏｌ）とＰｔＢｕ３（０．１７ｇ、０．８５ｍｍｏｌ）の溶液（５
ｍＬ、トルエン）を投入した。得られる反応混合物を１００℃に４８時間加熱した。ブロ
モベンゼン（０．９８ｇ、０．６２ｍｍｏｌ）およびトリス（ジベンジリデンアセトン）
ジパラジウム（０．０３２ｇ）およびＰｔＢｕ３（０．０４２ｇ）。更に２４時間後、反
応混合物を５０％トルエン／ＤＭＦで希釈して１％溶液を製造した。ろ過後、溶媒を蒸発
させ、得られた固体をＣＨＣｌ３（１Ｌ）で溶解させた後、濃縮して粘稠な溶液にし、そ
れをヘキサン中で沈殿させ、２回ろ過して全ての粒子を除去した。粉末を一晩乾燥させた
後、クロロホルムに溶解させ、沸騰ＣＨ３ＣＮ中で再沈殿させ、２回ろ過した。乾燥後、
淡黄色の粉末を４２％の収率（０．６２９ｇ）で分離した。Ｍｎ＝３３７０；Ｍｗ＝１０
，２００；Ｍｗ／Ｍｎ＝３．０２。
【０１０６】
　　（実施例４）
　　（ダイマー４の合成）
【０１０７】
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【化１１】

【０１０８】
　全ての操作を窒素雰囲気下で実施した。シュレンクフラスコにＮ，Ｎ’－ジフェニル－
Ｎ－ナフト－１－イル－ベンジジン（２．００ｇ、４．３２ｍｍｏｌ）、４，４’－ブロ
モフェニル（ヘキサフルオロイソプロピリデン）（０．９５ｇ、２．０６ｍｍｏｌ）、Ｎ
ａＯｔＢｕ（０．６２３ｇ、２３．８ｍｍｏｌ）、トルエン（無水、４０ｍＬ）、および
、トリス（ジベンジリデンアセトン）ジパラジウム（０．１９８ｇ、０．２ｍｍｏｌ）と
ＰｔＢｕ３（０．２６２ｇ、１．３ｍｍｏｌ）の溶液（５ｍＬ、トルエン）を投入した。
混合物を１００℃に１２時間加熱した。室温に冷却した後、溶液をＣＨ２Ｃｌ２で希釈し
、セライトを通してろ過した。揮発性物質を蒸発させると茶色の固体が得られ、それを最
小限のＣＨ２Ｃｌ２に溶解させ、ＭｅＯＨから沈殿させた。ろ過および乾燥後、固体をク
ロマトグラフィー（シリカ、１：２ＣＨ２Ｃｌ２／ヘキサン）で精製した。結晶化（ＣＨ

２Ｃｌ２／ＭｅＯＨ）により更に精製すると、化合物４がオフホワイトの粉末として８１
％の収率（２．０４ｇ）で得られた。１Ｈ　ＮＭＲ（ＣＤ２Ｃｌ２、５００ＭＨｚ）：δ
７．９７（ｄ，２Ｈ）；７．９２（ｄ，２Ｈ）；７．８２（ｄ，２Ｈ）；７．４９（ｍ，
８Ｈ）；７．４０（ｍ，８Ｈ）；７．３０（ｔ，４Ｈ）；７．２４（ｍ，８Ｈ）；７．１
５（ｍ，８Ｈ）；７．０６（ｍ，８Ｈ）；６．９７（ｔ，２Ｈ）；１９Ｆ　ＮＭＲ（ＣＤ

２Ｃｌ２、３７６．８６ＭＨｚ）：δ－６４．６６（ｓ）。
【０１０９】
　　（実施例５）
　　（ダイマー５の合成）
【０１１０】
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【化１２】

【０１１１】
　全ての操作を窒素雰囲気下で行った。丸底フラスコ４”，４”’－（ヘキサフルオロイ
ソプロピリデン）ビス（ｂｉｘ）（４－フェノキシアニリン）（１０．０８ｇ、１９．５
ｍｍｏｌ）、１－ヨードナフタレン（１４．８３ｇ、５８．４ｍｍｏｌ）、ＮａＯｔＢｕ
（５．６１ｇ、５８．４ｍｍｏｌ）、トルエン（無水、３００ｍＬ）、および、トリス（
ジベンジリデンアセトン）ジパラジウム（１．７８ｇ、１．９５ｍｍｏｌ）とＰｔＢｕ３

（０．９８ｇ、４．８７ｍｍｏｌ）の溶液（１０ｍＬ、トルエン）。混合物を室温で４日
間攪拌した。得られた混合物を水で洗浄し、有機層をＭｇＳＯ４で乾燥させた。揮発性物
質を除去すると茶色の油が得られ、それをカラムクロマトグラフィーで、ヘキサン（１．
５Ｌ）、続いて、純粋なＥｔＯＡｃまで極性が増大するようにヘキサン：ＥｔＯＡｃ混合
物を使用して精製した。所望の化合物５を白色の粉末（１．０ｇ）として分離した。１Ｈ
　ＮＭＲ（ＣＤ２Ｃｌ２、５００ＭＨｚ）：δ８．０３（ｄ，１Ｈ）；７．８５（ｄ，１
Ｈ）；７．６７（ｄ，１Ｈ）；７．４３（ｔ，１Ｈ）；７．３０（ｍ，３Ｈ）；７．１７
（ｄ，１Ｈ）；６．８８（ｄ，１Ｈ）；６．８３（ｄ，１Ｈ）；６．７２（ｄ，１Ｈ）；
１９Ｆ　ＮＭＲ（ＣＤ２Ｃｌ２、３７６．８６ＭＨｚ）：δ－６４．８１（ｓ）。
【０１１２】
　　（実施例６）
　この実施例では、ポリマー１の第２のサンプルを合成した。
【０１１３】
　ビス（１，５－シクロオクタジエン）－ニッケル－（０）（２２．０１ｇ、８０ｍｍｏ
ｌ）を、２，２’－ビピリジル（８．６５ｇ、８０ｍｍｏｌ）および１，５－シクロオク
タジエン（１．３１１ｇ、１２．１２ｍｍｏｌ）のＮ，Ｎ－ジメチルホルムアミド（無水
、１００ｍＬ）溶液に添加した。得られる混合物を６０℃に３０分間加熱した。次いで、
油浴の温度を７０℃に上げ、実施例１のモノマー１（３０．７ｇ、３８ｍｍｏｌ）のトル
エン（無水、４００ｍＬ）溶液を、攪拌している触媒混合物に素早く添加した。混合物を
７０℃で５日間攪拌した。反応混合物を室温に冷却した後、それを、約１００ｍＬの濃Ｈ
Ｃｌに、激しく攪拌しながら、ゆっくりと注ぎ入れた。得られる混合物を１時間、攪拌し
た後、約１００ｍＬの濃ＨＣｌを含有するアセトン／メタノール（容積で５０：５０）混
合物６Ｌに添加した。淡灰色の繊維状沈殿物が形成し、これは攪拌中、部分的に破砕した
。混合物を１．５時間攪拌し、ろ過により固体を分離した。この固体をクロロホルム約１
２００ｍＬに溶解させ、シリカのプラグを通してろ過した。得られた溶液を、約３２０ｍ
Ｌの濃ＨＣｌを含有するアセトン／メタノール（５０：５０）混合物６．４Ｌに、激しく
攪拌しながら注ぎ入れた。淡灰色の繊維状塊が形成し、これを１時間攪拌し、ろ過により
分離した。この固体を再びクロロホルム約１５００ｍＬに溶解させ、前述のように沈殿さ
せた。固体をろ過により分離し、真空下で一晩乾燥させた。固体をクロロホルム（１２０
０ｍＬ）に溶解させた後、酢酸エチル３Ｌに、激しく攪拌しながら、ゆっくりと注ぎ入れ
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た。ポリマーは、白色の繊維状スラリーとして沈殿し、それをろ過により分離した。得ら
れた材料を真空下で一晩乾燥させた後、ポリマー２５．０ｇ（８８％）を分離した。ＧＰ
Ｃ（ＴＨＦ、室温）：Ｍｎ＝４３，７００；Ｍｗ＝１１９，２００；Ｍｗ／Ｍｎ＝２．７
３。
【０１１４】
　　（実施例７）
　この実施例では、有機層の溶液プロセスにより、新規なポリマーを正孔輸送層として用
いてＯＬＥＤを製造した。
【０１１５】
　　（ａ．ＴＣＴＡ）
【０１１６】
【化１３】

【０１１７】
　ＴＣＴＡは、ＨＷサンズ（フロリダ州ジュピター）（ＨＷ　Ｓａｎｄｓ（Ｊｕｐｉｔｅ
ｒ，　ＦＬ））から市販されている。それは、以下のように製造できる。ドライボックス
中で、２Ｌの丸底フラスコにトリ（ｐ－ブロモフェニル）アミン、カルバゾール、Ｐｄ触
媒トリス（ジベンジリデンアセトン）ジパラジウム、ジ（ｔ－ブチル）ｏ－ビフェニルホ
スフィン、およびトルエンを投入した。この攪拌している混合物にＮａブトキシドを添加
した。冷却器およびゴム栓（ｓｅｐｔｕｍ）を取り付け、フラスコをドライボックスから
取り出した。混合物を窒素下で１４時間還流した後、エーテルで希釈し、合わせた有機層
を硫酸マグネシウムで乾燥させ、茶色の固体が得られる乾燥度まで濃縮した。固体を高温
のトルエンに溶解させ、ヘキサンを添加して沈殿させた。ろ液は、褐色の固体であった。
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この固体を高温のトルエンに溶解させ、攪拌している混合物にシリカゲルを添加した。攪
拌している混合物をろ過し、沈殿物が見えるまで濃縮した。ヘキサンを添加して沈殿を促
進し、褐色のふわふわした固体１４ｇを得た。この固体を４０ｍＬのジクロロメタン（「
ＤＣＭ」）およびヘキサン（２：１）に溶解させ、容積が１／３に減少するまで攪拌した
。この混合物をろ過し、褐色の粉末を得た。これを、更に、シリカ系のフラッシュクロマ
トグラフィーでＤＣＭ：ヘキサン（２：１）－＞ＤＣＭを使用して精製した。幾つかのフ
ラクションはＨＰＬＣでは純粋に見えたが、黄色に着色していた。これらのフラクション
を廃棄し、ＨＰＬＣで純粋な無色のフラクションだけを取り置いた。最初に得られたもの
の最終的な収量は、５．２ｇ（１５％）であった。
【０１１８】
　　（ｂ．ＰＥＤＯＴ／ＰＦＳＡ）
　これは、２００３年９月２４日に提出された、同時係属中の米国特許公報（特許文献１
２）中の手順に従って製造した。ナフィオン（Ｎａｆｉｏｎ）（登録商標）は、９９０の
ＥＷを有する１２．５％（ｗ／ｗ）水性コロイド分散体であった。温度が約２７０℃であ
ること以外、米国特許公報（特許文献１１）実施例１、２部の手順と類似の手順を使用し
て２５％（ｗ／ｗ）分散体を製造した。これを希釈して１２．５％（ｗ／ｗ）分散体を形
成した。
【０１１９】
　２０００ｍＬの反応釜に固体分１２％の水性ナフィオン（Ｎａｆｉｏｎ）（登録商標）
分散体７１５ｇ（８２ｍｍｏｌ、ＳＯ３Ｈ基）、水１５３０ｇ、硫酸鉄（ＩＩＩ）（Ｆｅ

２（ＳＯ４）３）０．５ｇ（０．９８ｍｍｏｌ）、および濃Ｈ２ＳＯ４１０１１μＬ（１
８．１ｍｍｏｌ）を投入する。２段プロペラタイプの翼が取り付けられたオーバーヘッド
スターラーを使用して、反応混合物を１５分間、２７６ＲＰＭで攪拌した後、２７６ＲＰ
Ｍで連続的に攪拌しながら、水６０ｍＬ中の過硫酸ナトリウム（Ｎａ２Ｓ２Ｏ８）８．８
４ｇ（３７．１ｍｍｏｌ）、およびエチレンジオキシチオフェン（「ＥＤＴ」、Ｈ．Ｃ．
シュターク社（Ｈ．Ｃ．Ｓｔａｒｃｋ，ＧｍｂＨ）製）３．１７ｍＬの添加を、別々のシ
リンジから、Ｎａ２Ｓ２Ｏ８／水では４．２ｍＬ／時間、ＥＤＴでは２２４μＬ／時間の
添加速度を使用して開始する。ＥＤＴの添加は、反応混合物に直接繋がるテフロン（Ｔｅ
ｆｌｏｎ）（登録商標）チューブに接続されるシリンジにモノマーを入れることによって
達成される。注入は、チューブの端部から個々の液滴が落ちるように、Ｎａ２Ｓ２Ｏ８／
水溶液に接続するテフロン（Ｔｅｆｌｏｎ）（登録商標）チューブの端部を、反応混合物
より上に置いた。レバチット（Ｌｅｗａｔｉｔ）　ＭＰ６２ＷＳ、弱塩基性陰イオン交換
樹脂（ペンシルバニア州ピッツバーグ、バイエル（Ｂａｙｅｒ，Ｐｉｔｔｓｂｕｒｇｈ，
ＰＡ）製）、および、レバチット（Ｌｅｗａｔｉｔ）（登録商標）モノプラス（Ｍｏｎｏ
Ｐｌｕｓ）Ｓ１００、強酸性ナトリウム陽イオン交換樹脂（ペンシルバニア州ピッツバー
グ、バイエル（Ｂａｙｅｒ，Ｐｉｔｔｓｂｕｒｇｈ，ＰＡ）製）、各１７０ｇ、並びにｎ
－プロパノール２２５ｇを反応混合物に添加し、７時間１３０ＲＰＭで更に攪拌すること
によって、モノマーの添加が終了した７時間後に反応を停止させる。イオン交換樹脂は、
ワットマン（Ｗｈａｔｍａｎ）５４番ろ紙を使用して、分散体から最後にろ別される。分
散体のｐＨは約４であり、分散体から誘導された乾燥膜は、室温で２．６×１０－５Ｓ／
ｃｍの伝導率を有した。
【０１２０】
　　（ｃ．ＴＰＢＩ）
　米国特許公報（特許文献１３）の手順に従って、２，２’，２”－（１，３，５－フェ
ニレン）－トリス［１－フェニル－１ｈ－ベンズイミダゾール］（「ＴＰＢＩ」）を製造
することができる。
【０１２１】
　　（ｄ．デバイスの製造）
　パターンを付けたＩＴＯ基板をＵＶオゾンで１０分間清浄化した。冷却した直後に、前
記で製造したＰＥＤＴ／ナフィオン（Ｎａｆｉｏｎ）（登録商標）の水性分散体をＩＴＯ
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表面にスピンコートし、バッファ層を形成した。カソードリードを湿った綿棒で清拭し、
次いで、基板を真空中で、９０℃で３０分間ベークした。冷却後、基板に実施例６のポリ
マー１のトルエン中１％ｗ／ｖの溶液をスピンコートした後、１３０℃で３０分間再びベ
ークした。冷却後、基板に１，３，６，８－テトラフェニルピレン－ＴＣＴＡ（コネチカ
ット州ウォターベリー、プファルツ・アンド・バウアー（Ｐｆａｌｔｚ＆Ｂａｕｅｒ，　
Ｗａｔｅｒｂｕｒｙ，　ＣＴ）から購入）のクロロホルム中１％ｗ／ｖの溶液（１０：９
０）をスピンコートした。次いで、トルエンで湿らせた綿棒でカソードコンタクトを清拭
した。基板をマスキングし、真空チャンバに入れた。ポンプを使用して２×１０－７トル
のベース圧力にした後、熱蒸発によりＴＰＢＩの層を堆積させ、電子輸送層を形成した。
これにＬｉＦ、次いでＡｌの層が続き、カソードを形成した。次いで、チャンバを窒素に
換気して、マスクを変え、チャンバを再び真空にした。１×１０－６トルのベース圧力に
達した後、第２のＡｌ層を熱蒸発により堆積させた。チャンバを窒素に換気して、ガラス
蓋およびＵＶ硬化性エポキシを使用してデバイスを封入した。次いで、これらのデバイス
を試験し、６Ｖで０．６ｃｄ／Ａの効率、および、ｘ＝０．１６５、ｙ＝０．１０２のｃ
ｉｅ座標を有する青色光を有するエレクトロルミネッセンスを実証した。
【０１２２】
　本出願は、特許請求の範囲に記載の発明を含め以下の発明を包含する。
（１）　次式（Ｉ）又はＩＩＩ：
【０１２３】
【化１４】
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［式中、
　ｎは、少なくとも１の整数であり、
　Ｒ1は、アリール、ヘテロアリール、フルオロアリール、およびフルオロへテロアリー
ルから選択され、
　Ｒ3は、ＨおよびＲ1から選択され、
　Ｒ2は、Ｈ、Ｒ1、アルキル、フルオロアルキル、Ｃｌ、Ｂｒ、Ｉ、および、式（ＩＩ）
のアリールアミノ基から選択され、
【０１２５】
【化１５】

【０１２６】
　ここで、Ｒ4は、アリール、Ｈ、Ｒ1、アルキル、およびフルオロアルキルから選択され
、
　Ｒ5およびＲ6は、それぞれ独立に、Ｈ、Ｆ、アルキル、アリール、アルコキシ、アリー
ルオキシ、フルオロアルキル、フルオロアリール、フルオロアルコキシ、および、フルオ
ロアリールオキシから選択され、Ｒ5およびＲ6は、一緒になって、環を形成することがで
き、
　Ｒ7は、アリール、ヘテロアリール、フルオロアリール、およびフルオロへテロアリー
ルから選択され、および
　Ｅは、Ｏ、Ｓ、（ＳｉＲ5Ｒ6）m（式中、ｍは、１～２０の整数である）、（ＣＲ5Ｒ6

）m（式中、ｍは、１～２０の整数である）、および、これらの組み合わせから選択され
、
ここで、Ｒ5およびＲ6は、それぞれ独立に、Ｈ、Ｆ、アルキル、アリール、アルコキシ、
アリールオキシ、フルオロアルキル、フルオロアリール、フルオロアルコキシ、および、
フルオロアリールオキシから選択され、Ｒ5およびＲ6は、一緒になって、非芳香族環を形
成することができ、但し、Ｅが（ＣＲ5Ｒ6）mであり、ｎが１より大きく、ｍが１のとき
、Ｒ5およびＲ6の少なくとも１つが水素でも炭化水素でないことを条件とする］
を有することを特徴とする化合物。
（２）　式（ＩＶ）：
【０１２７】
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【０１２８】
を有することを特徴とする、（１）に記載の化合物。
（３）　（１）に記載の式を有する少なくとも１つの化合物を含むことを特徴とする組成
物。
（４）　前記組成物が、液体組成物であることを特徴とする、（３）に記載の組成物。
（５）　デバイス又は用途が、次式（Ｉ）又はＩＩＩ：
【０１２９】
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【０１３０】
［式中、
　ｎは、少なくとも１の整数であり、
　Ｒ1は、アリール、ヘテロアリール、フルオロアリール、およびフルオロへテロアリー
ルから選択され、
　Ｒ3は、ＨおよびＲ1から選択され、
　Ｒ2は、Ｈ、Ｒ1、アルキル、フルオロアルキル、Ｃｌ、Ｂｒ、Ｉ、および、式（ＩＩ）
のアリールアミノ基から選択され、
【０１３１】
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【化１８】

【０１３２】
　ここで、Ｒ4は、アリール、Ｈ、Ｒ1、アルキル、およびフルオロアルキルから選択され
、
　Ｒ5およびＲ6は、それぞれ独立に、Ｈ、Ｆ、アルキル、アリール、アルコキシ、アリー
ルオキシ、フルオロアルキル、フルオロアリール、フルオロアルコキシ、および、フルオ
ロアリールオキシから選択され、Ｒ5およびＲ6は、一緒になって、環を形成することがで
き、
　Ｒ7は、アリール、ヘテロアリール、フルオロアリール、およびフルオロへテロアリー
ルから選択され、および
　Ｅは、Ｏ、Ｓ、（ＳｉＲ5Ｒ6）m（式中、ｍは、１～２０の整数である）、（ＣＲ5Ｒ6

）m（式中、ｍは、１～２０の整数である）、および、これらの組み合わせから選択され
、
ここで、Ｒ5およびＲ6は、それぞれ独立に、Ｈ、Ｆ、アルキル、アリール、アルコキシ、
アリールオキシ、フルオロアルキル、フルオロアリール、フルオロアルコキシ、および、
フルオロアリールオキシから選択され、Ｒ5およびＲ6は、一緒になって、非芳香族環を形
成することができ、但し、Ｅが（ＣＲ5Ｒ6）mであり、ｎが１より大きく、ｍが１のとき
、Ｒ5およびＲ6の少なくとも１つが水素でも炭化水素でないことを条件とする］
の少なくとも１つの化合物、
（３）に記載の組成物、
又はこれらの混合物
を含む少なくとも１つの層を含み、
前記デバイス又は用途が、電気エネルギーを放射線に変換するデバイス、電子工学プロセ
スにより信号を検出するデバイス、放射線を電気エネルギーに変換するデバイス、少なく
とも１つの電子部品を有するデバイス、記憶装置デバイス、エネルギー蓄積デバイス、帯
電防止フィルム、バイオセンサデバイス、エレクトロクロミックデバイス、および電磁遮
蔽用途から選択されることを特徴とする、デバイス又は用途。
（６）　少なくとも１つの正孔輸送層、および、光活性小分子を含む少なくとも１つの光
活性層を含む有機電子デバイスであって、前記正孔輸送層および前記光活性層が溶液プロ
セスにより形成されることを特徴とする、有機電子デバイス。
（７）　前記正孔輸送層が、次式（Ｉ）又はＩＩＩ：
【０１３３】
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【化１９】

【０１３４】
［式中、
　ｎは、少なくとも１の整数であり、
　Ｒ1は、アリール、ヘテロアリール、フルオロアリール、およびフルオロへテロアリー
ルから選択され、
　Ｒ3は、ＨおよびＲ1から選択され、
　Ｒ2は、Ｈ、Ｒ1、アルキル、フルオロアルキル、Ｃｌ、Ｂｒ、Ｉ、および、式（ＩＩ）
のアリールアミノ基から選択され、
【０１３５】
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【化２０】

【０１３６】
　ここで、Ｒ4は、アリール、Ｈ、Ｒ1、アルキル、およびフルオロアルキルから選択され
、
　Ｒ5およびＲ6は、それぞれ独立に、Ｈ、Ｆ、アルキル、アリール、アルコキシ、アリー
ルオキシ、フルオロアルキル、フルオロアリール、フルオロアルコキシ、および、フルオ
ロアリールオキシから選択され、Ｒ5およびＲ6は、一緒になって、環を形成することがで
き、
　Ｒ7は、アリール、ヘテロアリール、フルオロアリール、およびフルオロへテロアリー
ルから選択され、および
　Ｅは、Ｏ、Ｓ、（ＳｉＲ5Ｒ6）m（式中、ｍは、１～２０の整数である）、（ＣＲ5Ｒ6

）m（式中、ｍは、１～２０の整数である）、および、これらの組み合わせから選択され
、
ここで、Ｒ5およびＲ6は、それぞれ独立に、Ｈ、Ｆ、アルキル、アリール、アルコキシ、
アリールオキシ、フルオロアルキル、フルオロアリール、フルオロアルコキシ、および、
フルオロアリールオキシから選択され、Ｒ5およびＲ6は、一緒になって、非芳香族環を形
成することができ、但し、Ｅが（ＣＲ5Ｒ6）mであり、ｎが１より大きく、ｍが１のとき
、Ｒ5およびＲ6の少なくとも１つが水素でも炭化水素でないことを条件とする］
の少なくとも１つの化合物を含み、前記光活性小分子が青色ルミネッセンス材料であるこ
とを特徴とする、（６）に記載のデバイス。
（８）　（ａ）液体媒体から正孔輸送材料を堆積させる工程、および
　（ｂ）液体媒体から光活性材料を堆積させる工程、
を含む、有機電子デバイスの製造方法であって、
前記光活性材料が小分子を含むことを特徴とする、方法。
（９）　前記正孔輸送材料が、次式（Ｉ）又はＩＩＩ：
【０１３７】
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【０１３８】
［式中、
　ｎは、少なくとも１の整数であり、
　Ｒ1は、アリール、ヘテロアリール、フルオロアリール、およびフルオロへテロアリー
ルから選択され、
　Ｒ3は、ＨおよびＲ1から選択され、
　Ｒ2は、Ｈ、Ｒ1、アルキル、フルオロアルキル、Ｃｌ、Ｂｒ、Ｉ、および、式（ＩＩ）
のアリールアミノ基から選択され、
【０１３９】
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【０１４０】
　ここで、Ｒ4は、アリール、Ｈ、Ｒ1、アルキル、およびフルオロアルキルから選択され
、
　Ｒ5およびＲ6は、それぞれ独立に、Ｈ、Ｆ、アルキル、アリール、アルコキシ、アリー
ルオキシ、フルオロアルキル、フルオロアリール、フルオロアルコキシ、および、フルオ
ロアリールオキシから選択され、Ｒ5およびＲ6は、一緒になって、環を形成することがで
き、
　Ｒ7は、アリール、ヘテロアリール、フルオロアリール、およびフルオロへテロアリー
ルから選択され、および
　Ｅは、Ｏ、Ｓ、（ＳｉＲ5Ｒ6）m（式中、ｍは、１～２０の整数である）、（ＣＲ5Ｒ6

）m（式中、ｍは、１～２０の整数である）、および、これらの組み合わせから選択され
、
ここで、Ｒ5およびＲ6は、それぞれ独立に、Ｈ、Ｆ、アルキル、アリール、アルコキシ、
アリールオキシ、フルオロアルキル、フルオロアリール、フルオロアルコキシ、および、
フルオロアリールオキシから選択され、Ｒ5およびＲ6は、一緒になって、非芳香族環を形
成することができ、但し、Ｅが（ＣＲ5Ｒ6）mであり、ｎが１より大きく、ｍが１のとき
、Ｒ5およびＲ6の少なくとも１つが水素でも炭化水素でないことを条件とする］、
の少なくとも１つの化合物を含むことを特徴とする、（８）に記載の方法。
（１０）　前記小分子が青色ルミネッセンス材料であることを特徴とする、（８）に記載
の方法。
（１１）　液体媒体からバッファ層材料を堆積させることを更に含む、（８）に記載の方
法。
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